
Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

九州地方整備局 i-Constructionの取組

※本資料は、国土交通本省、九州地方整備局資料から構成しています。



本日の説明内容

１．i-Construction取組の背景と概要

２．ＩＣＴ施工の実施状況と効果

３．九州地方整備局における取組の概要

４．ＩＣＴ施工の拡大予定工種

５．ＢＩＭ／ＣＩＭの活用

６．i-Constructionモデル事務所等



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

i-Construction取組の背景と概要



4

プロジェクトの観点

令和元年度 生産性革命の「貫徹」に向けた取組の体系
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生産性革命本部において選定された５６プロジェクト
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インフラの整備・管理の高度化（３次元データでつながるi-Construction推進）
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準天頂衛星
（みちびき）

主 桁

横 桁

検査路

横 構

Society5.0におけるi-Constructionの「貫徹」

○Society5.0においてi-Constructionを「貫徹」し、建設現場の⽣産性を2025年度   2割向上を⽬指す
○ICT施⼯の⼯種拡⼤、現場作業 効率化、施⼯時期の平準化 加   測量  設計 施⼯ 維持管理 ⾄ 建設プロセス全体

を3次元    繋  新技術 新⼯法 新材料 導⼊ 利活⽤を加速化するとともに、国際標準化の動きと連携

機器活⽤   測量 2次元図⾯による設計

ドローン(レーザースキャナ)や
準天頂衛星システム(みちびき)を
活⽤  効率化 ⾼密度化  
⾯的な3次元測量

⼈⼿が必須な点検作業 労働⼒ 主体   施⼯

測量 設計

施⼯維持管理

3次元モデルによる可視化と
⼿戻り防⽌、4D(時間)、5D(コスト)
   施⼯計画 効率化

ICT施⼯の⼯種拡⼤、
3次元データに基づく施⼯、
デジタルデータ活⽤による
新技術の導⼊拡⼤等

ロボットやセンサーによる
管理状況        化 
3次元点検データによる可視化

測量 設計

施⼯維持管理

建設⽣産プロセス全体を3次元データで繋ぐ

社会への実装
バーチャルシティによる

空間利活⽤
ロボット、AI技術の開発 ⾃動運転に活⽤できる

デジタル基盤地図の作成

ドローン
GPS

3Dデータ
VR

⾃動化
ビックデータ

ロボット
AI

河川・堤防

トンネル

鉄道
空港

面緑化

自動車専用道路

保存樹木

街路・街路樹

宅地

公園・緑地

タンク

駅・駅前広場

農業用水路

圃場整備

国際標準化の動きと連携

３次元設計データ等を通
信
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i-Constructionの「貫徹」の取組

平成３０年度までの取り組み

施工時期等の平準化

｢機械式鉄筋定着工法｣等の要素技術のガイドライン、埋設型枠・
プレハブ鉄筋に関するガイドライン、コンクリート橋のプレキャスト
化ガイドライン等の策定

全体最適の導入（ｺﾝｸﾘｰﾄ工の規格の標準化等）

平準化のための２カ年国債及びゼロ国債について、
H29:約2900億円、H30:約3100億円、H31:約3200億円
地域単位での発注見通しの統合・公表 等

ICTの活用拡大 ※H28トップランナー施策

H28より土工、H29より舗装工・浚渫工・i-Bridge(試行)、H30より
維持管理分野・建築分野（官庁営繕）・河川浚渫等へ導入
自治体をフィールドとしたモデル事業の実施 等

産学官民の連携強化
i-Construction推進コンソーシアム設立（H30.1）、本省にて
ニーズ・シーズのマッチングを実施し、取組を地方整備局に拡大
建設現場のデータのリアルタイムな取得・活用などを実施するモ
デルプロジェクトを開始（H30.10～）

普及・促進施策の充実
各整備局等に地方公共団体に対する相談窓口を設置
i-Construction大賞（大臣表彰制度）を創設(H29.12)
i-Constructionロゴマークを作成(H30.6)

3次元データの収集・利活用
3次元データ利活用方針の策定（H29.11）
ダム、橋梁等の大規模構造物設計へ3次元設計の適用を拡大

令和元年「貫徹」の年の新たな取り組み

ICTの活用拡大
・ 工事の大部分でICT施工を実施するため、地盤改良工

付帯構造物工など3工種を追加し、20を超える基準類
を整備

・ 上記基準を適用する「ICT-Full活用工事」を実施

中小企業への支援
・ 小規模土工の積算基準を改善

i-Constructionモデル事務所等を決定
・i-Constructionモデル事務所

事業全体でBIM/CIMを活用しつつ、ICT等の新技術の導入

を加速化させる「３次元情報活用モデル事業」を実施

・i-Constructionサポート事務所
「ICT-Full活用工事」を実施するとともに、

地方公共団体や地域企業の取組をサポート

公共事業のイノベーションの促進
・ 新技術導入促進調査経費を拡大し、測量に係る

オープン・イノベーションを実施

・ 革新的社会資本整備研究開発推進事業等によりイ
ンフラに係る革新的な産・学の研究開発を支援



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

ＩＣＴ施工の実施状況と効果



ＩＣＴ活用工事の実施状況（全国）

工 種
平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度

公告件数 うちＩＣＴ実施 公告件数 うちＩＣＴ実施 公告件数 うちＩＣＴ実施

土 工 １，６２５ ５８４ １，９５２ ８１５ １，６７５ ９６０

舗 装 工 － － ２０１ ７９ ２０３ ８０

浚 渫 工 － － ２８ ２４ ６２ ５７

浚 渫 工（河川） － － － － ８ ８

合 計 １，６２５ ５８４ ２，１８１ ９１８ １，９４８ １，１０５

実 施 率 ３６％ ４２％ ５７％

ＩＣＴ施工実施状況

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度

ＩＣＴ実施件数 公告件数 うちＩＣＴ実施 公告件数 うちＩＣＴ実施

土 工 ８４ ８７０ ２９１ ２，４２８ ５２３

実 施 率 ３３％ ２２％

都道府県・政令市におけるＩＣＴ施工実施状況

単位：件

単位：件

■Ｈ３０年度は、直轄工事におけるＩＣＴ活用工事の公告件数１，９４８件のうち「約６割」の
１，１０５件で実施。

■都道府県・政令市におけるＩＣＴ土工の公告件数が２，４２８件、実施件数は５２３件に大幅
に増加。



福岡県 佐賀県 長崎県 熊本県 大分県 宮崎県 鹿児島県 九州

発注者指定型 0 0 0 0 0 0 0 0

施工者希望Ⅰ型 12 0 0 13 8 2 16 51

施工者希望Ⅱ型 62 17 25 68 29 39 37 277

合　　計 （Ａ） 74 17 25 81 37 41 53 328

 ICT活用実施工事件数 （Ｂ） 35 9 17 48 16 20 25 170

(内)ICT活用工事　完了済み件数 24 2 5 18 4 1 11 65

 ICT活用 実施率（Ｂ）÷（Ａ） 47% 53% 68% 59% 43% 49% 47% 52%

公
告
済
件
数

平成30年度（ICT土工）

九州地整における ICT活用工事の実施状況

※平成３０年度は予定を含んでいる（令和元年７月３１日時点）



12

ＩＣＴ施工による延べ作業時間縮減効果 （Ｈ３０年度）

延べ作業時間縮減効果（ＩＣＴ土工） N=２９６

人日

約３割 縮減

延べ作業時間縮減効果（ＩＣＴ舗装工） N=２５

約４割 縮減

延べ作業時間縮減効果（ＩＣＴ浚渫工（河川）） N=６

約４割 縮減

人日

人日

※ 活用効果は施工者へのアンケート調査結果の平均値として算出。
※ 従来の労務は施工者の想定値
※ 各作業が平行で行われる場合があるため、工事期間の削減率とは異なる。

水路測量を省略

■ＩＣＴ施工の対象となる起工測量から電子納品までの延べ作業時間について、土工では約３割、舗装
工及び浚渫工（河川）では約４割の縮減効果がみられた。

■浚渫工ではＩＣＴによる出来形測量により、別途実施する水路測量の省略が可能となった。
※現場作業の変化により、工事全体で技術者等の業務がどう変化しているか、実態調査・分析が必要

水路測量

延べ作業時間縮減効果（ＩＣＴ浚渫工（施工以外）） N=４４
※H30.11.30時点

人日



Ｈ３０年度ＩＣＴ施工（土工）の分析①

■ＩＣＴ施工の導入により土工では約３割の延べ作業時間の縮減効果がみられた。
■ＩＣＴ導入による効果は施工規模に係わらず得られている。
■全体では９割以上の工事において延べ作業時間の縮減効果が得られたが、縮減効果が

得られなかった工事が約７％存在。
■利用場面別では「３Ｄ設計」と「施工」において効果が得られなかった割合が高い。

ＩＣＴ施工による延べ作業時間の縮減効果が
得られた工事の割合（利用場面別）

効果マイナス効果プラス 効果無し

ICT施工による延べ作業時間縮減効果

180

人日



■ＩＣＴの各利用場面における労務増加の要因をアンケート調査より分析
 機器・ソフトウェアの使い方についてノウハウの向上・共有が重要

Ｈ３０年度ＩＣＴ施工（土工）の分析②

起 工 測 量

３ Ｄ 設 計
（ 施 工 用 ）

施 工

出 来 形 管 理
出 来 形 検 査

電 子 納 品

●点群計測のため、（除草等により）地盤面を露出させる必要があった。
●計測機器の適性により、測量実施が天候によって困難となる。（※１）

例 ： ＵＡＶ写真測量は強風時に飛行が困難
レーザースキャナーは降雨後の水面反射により計測困難

●降雪地域では全面除雪が必要。（※２）

●３Ｄデータの作成には、工事契約時に提供された２Ｄ設計データのみでは不足す
るため、変化点すべての横断面の設計データを作ることとなった。

●従来は、施工者の裁量範囲であった擦付部分なども３Ｄ設計の対象としたことに
よってデータ作成に時間を要した。

●土質や施工法毎の数量算出が必要なため、従来手法による計測が必要。
●※１※２（再掲）

●ＧＮＳＳの受信状況により、作業時間や作業範囲が限定され待ち時間が発生。
●ＩＣＴ建機の配送待ちが発生。

●３Ｄ測量では撮影写真データや点群データなど、出来形管理の根拠データのボ

リュームが大きくデータ書き込みに時間を要する。

全 体
●一律にＩＣＴを導入するのみでは無く、効果的な部分に適切に活用出来るようにし

てほしい。



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

九州地方整備局における取組の概要



令和元年度「ＩＣＴ活用工事（土工）」の普及・拡大を推進

◆ 全国初の取り組みとして九州・沖縄ブロックにおける共通目標を設定 ◆

九州・沖縄ブロック土木部長等会議メンバーである国、県及び政令市相互が連携し、「Ｉ Ｃ Ｔ活用工事
（ 土工）」の普及・拡大を推進

県

市

国



１．人材育成 A．ＩＣＴ活用工事に関する技術講習会
や技術研修等の充実と開催・継続お
よび受講の促進

 現場従事者の技能レベル（経験・知見・技術・ノウハウ）に応じた講習会等の企画・開催および継続

＜課題区分＞ ＜課題解決の⽅針＝⽬標＞ ＜⾏動計画＞

 技術力向上のための実現場による社外教習の実施

 技術力向上のための施工現場支援の実施および充実

 発注者の技術力向上を促進するための技術研修の強化

 技術者の技術レベルを証明するための資格制度の創出

 土木工学系教育機関（高校・高専・大学）への積極的アプローチによる新卒者や若年新規入職者の獲得

 土木工学系以外の学生等へのアプローチによる異分野（情報通信工学系等）からの新規参入を促進

 円滑な出来形管理が実施できるよう各種管理基準・要領等の理解を促進する体系的整理・提供

 各種管理基準や規格値等の要求精度等の緩和

 ICT機器の互換性（異なるメーカー間での相互利用）確保

 必要経費の算定基準設定（レンタル料金、３次元データの作成費用、ＩＣＴ機器運搬費等）

 施工管理の二重管理（紙＋電子）防止の徹底

 小規模工事に適した積算基準の策定または改定

 発注時における３次元設計データの確実な受け渡し

 インセンティブの付与（工事成績評定や総合評価方式での加点、九州独自の仕組み等）

 ICT活用工事に適した発注条件（発注ロット、土工量、ＩＣＴ建機の運用方法等）の明確化

 調査・測量段階の３次元データ作成において必要となる経費を全て計上

 地方部におけるICT建設機械及び機器の調達環境の整備促進

 中小事業者の受注工事は維持修繕系工事が多いことを踏まえた工種拡大

 経営者層に対してＩＣＴ施工機器等の調達費用に対する様々な支援制度の積極的な周知の実施

■産学官連携会議で抽出した各課題を整理し、課題解決への「i-Construction推進の行動計画2020」を策定

 好事例や失敗事例および現場ノウハウ等の収集・紹介

 プチアイコン事例の収集・紹介

 ICT活用にあたっての課題の整理と改善提案

２．管理基準・
積算基準類

B．建設産業の従来イメージの打破
による若手入職者の獲得

C．ICT施工の現場導入やその取組を
妨げる要因の解消

D．インセンティブの付与による
ICT活用工事の拡大

E．ICT活用工事に適した施工規模・現
場条件・施工環境の整備による発注
促進

F．ICT活用を促進する工種の拡大

G．企業に対して活用できる支援制度
（補助金や税制等）の周知を徹底

H．広報内容の工夫及び充実化

３．施工規模・
現場条件

４．機器等調達の
支援制度

５．広報・普及

産学官連携会議 ＜i-Construction推進の行動計画2020＞

■課題を解決するための
具体的な行動内容を決定



■日本建設機械施工協会と九州地方整備局との共催で「i-construction技術講習会」を開催。
令和元年度は「基礎編」及び「活用編」に区分して実施している。
すでに「基礎編」は終了し、約700名が受講した。

会場名 開 催 日

大 分 ６月 ７日

鹿児島 ６月１０日

熊 本 ６月１７日

長 崎 ６月１８日

佐 賀 ６月２４日

福 岡 ６月２５日

宮 崎 ７月 ３日

「基礎編」 開催日

会場名 開 催 日

福 岡 １０月１８日

長 崎 １０月３０日

大 分 １１月 ６日

熊 本 １１月１２日

鹿児島 １１月２８日

佐 賀 １２月 ３日

宮 崎 １２月 ５日

「活用編」 開催日予定

聴講者計 ： ６７９名

産 ： ６１３名
官 ： ６６名

講習会の模様
・出来形管理要領
・衛星測位
・３次元計測技術
・ＩＣＴ建設機械

講習内容
（予定）

各技術等の要点

i-Constructionに関する講習の充実



※主要な講習会および会議等を抜粋して記載。

暦 月 講 習 名 受講者数

4～5 整備局内各種会議 134

4 佐賀県建設業協会新入社員研修会 92

4 ユーザ－カンファレンス2019ほか 525

5 現場技術業務等実務研修
（福岡・鹿児島）

500

6 i-Construction技術講習会（基礎編）
＜大分市＞

75

6 i-Construction技術講習会（基礎編）
＜鹿児島市＞

79

6 日本建設情報技術センター「建設産業育
成支援セミナー」（宮崎市）

40

6 日本建設情報技術センター「建設産業育
成支援セミナー」（鹿児島市）

90

6 i-Construction技術講習会（基礎編）
＜熊本市＞

159

6 i-Construction技術講習会（基礎編）
＜長崎市＞

51

6 i-Construction（ＩＣＴ土工）研修
福岡県建設技術情報センター

80

6 物価調査会／特別講演「公共事業の執行
に係わる最近の動向について」

434

平成31年4月～9月30日までの状況 ①実施回数：30回 ②受講者数：延べ3,300人

各業団体等への最新情報の提供（出前講座等の実施状況）

暦 月 講 習 名 受講者数

6 i-Construction技術講習会（基礎編）
＜佐賀市＞

83

6 i-Construction技術講習会（基礎編）
＜福岡市＞

143

7 i-Construction技術講習会（基礎編）
＜宮崎市＞

89

7 国土地理院九州地方測量部九州ブロック
会議「i-Constructionの取組」（九州7県）

314

7 宮崎県生コンクリート工業組合「コンクリー
ト関連技術者講習会」

180

8 i-Construction研修
熊本県建設技術センター

120

8 基礎技術講習会（情報化施工）
九州技術事務所

30

8 出前講座「i-Constructionについて」
福岡市測量設計協会

50

9 日本建設情報技術センター「建設産業育
成支援セミナー」（福岡市）

90

・九州建設フォーラム（福岡市）
・i-Construction技術講習会（活用編）（九州7県）
・新技術新工法説明会（九州7県）
・各種出前講座

10
月
以
降
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地方普及展開に向けた取組 －現場支援型モデル事業－

■地方自治体発注工事等にＩＣＴ活用工事の広い普及を図るため、地方自治体発注工事を
フィールドとして、現場支援型モデル事業を実施（本省）。

■本事業では、ＩＣＴ専門家を派遣し、ＩＣＴ活用を前提とした工程計画の立案支援、ＩＣＴ運用
のマネジメント指導等を実施し、また、広くＩＣＴ導入効果を周知することで、ICT活用工事
の普及を促進。

◆令和元年度方針
・支援が未経験の自治体を中心として、地整毎にモデル事業（１件）を実施

・「ＩＣＴ導入時の計画立案」に関する支援を中心に実施※

※これまでの支援自治体へのフォローアップ調査によるとＩＣＴ導入時の計画立案に関する指導・助言の要望が多い

主な支援概要

①ＩＣＴ導入計画の支援

②ＩＣＴ導入の効果確認

③ＩＣＴ活用における課題と対応事例提供

• 現場条件を踏まえ、施工者とＩＣＴを活かせる工程計画
の検討。

粗
掘
削

繰り返し作業

丁張り作業の
削減

作業時間
の短縮

法
⾯
整
形

丁張りレス施工の提案

• これまでのモデル事業において行った支援事例を踏ま
え、ＩＣＴ活用における課題と対応事例を取りまとめた。

• 今年度モデル事業にて活用するとともに、サポート事
務所を通じ情報提供する。

• ＩＣＴ導入効果について、発注者・施工者に確認し課題
の把握を行う。

ＩＣＴを生かした効率的な広域施工計画を提案

1
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地方普及展開に向けた取組 －現場支援型モデル事業－

平成３０年度モデル事業実施箇所一覧

地整等名 選定自治体 工 事 名

北海道 北海道 泊共和線防災安全Ｂ（地方道）工事（函渠工）その２

東 北 福島県 道路橋りょう整備（再復）工事（改良）工事

関 東 栃木県 平成３０年度道路改良工事 栃木二宮線その２

北 陸 富山県 主要地方道滑川上市線道路改良工事

中 部 三重県 平成３０年度（主）磯部大王線（志島BP）道路改良工事

近 畿 滋賀県 日野川広域河川改修工事

中 国 山口県 一般国道４９０号（絵堂萩道路）道路改良（地域連携）工事

四 国 高知県 県道高知南環状線 社会資本整備総合交付金工事

九 州 宮崎県 平成２９年度防安広域第７０－７号 三財川 河川改修工事

沖 縄 沖縄県 城間前田線街路改良工事（Ｈ３０－２）

令和元年度モデル事業
選定自治体

鹿児島県 発注工事を支援

2



令和元年度 ＩＣＴ工事優秀施工受賞者

県名 企業名 表彰工事名 会社所在地

福岡県
(4)

岡本土木（株） 福岡２０１号鏡山地区改良工事 北九州市

（株）白海 平成３０年度大分港（西大分地区）泊地（ -7.5m）浚渫工事 北九州市

（株）双一開發 下大隈地区下流掘削築堤工事 宮若市

井樋建設（株） 福岡２０８号大川地区改良（５工区）外工事 久留米市

佐賀県
(2)

下村建設（株） 早津江川早津江地区築堤護岸工事 小城市

（株）峰組 六角川管内堆積土砂掘削外工事 杵島郡

長崎県 （株）田浦組 長崎４９７号寺ノ尾免地区改良２期工事 長崎市

熊本県
(3)

（株）江川組 九州横断道（嘉島～山都）杉木地区改良８期工事 八代市

皆本建設（株） 下津原上流地区河道掘削工事 山鹿市

前田道路（株） 熊本３号水俣地区改築第２工区外工事 東京都品川区

大分県 利光建設工業（株） 大分２１２号三光本耶馬溪道路三光田口地区第３工区改築工事 大分市

宮崎県
(2)

（株）坂下組 えびの地区河道整備外工事 小林市

八作建設（株） 松山・古川地区堤防整備工事 延岡市

鹿児島県
(2)

（株）有迫組 鹿児島３号阿久根地区（１工区）改良工事 鹿児島市

徳澤建設（株） 東九州道（大崎～鹿屋）天ヶ城地区（第４工区）改良工事 曽於郡大崎町

ＩＣＴ優秀施工業者として「１５社」が受賞



ＩＣＴ地盤改良工見学会の開催（長崎河川国道事務所）



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

ＩＣＴ施工の拡大予定工種



■道路工事の現場で施工される全ての工種にＩＣＴを活用し、生産性向上を図る取組を推進

法面工

舗装工

土工（盛土）

土工（軟岩）

地盤改良工

付帯構造物設置工
・排水構造物
・側溝・縁石
・擁壁等

舗装修繕工

令和元年度以降のＩＣＴ活用工種の拡大 （道路工事）



ＩＣＴ施工 工種拡大ロードマップ[道路工事]

※施工管理基準、技術基準類、積算要領、監督検査技術基準等
※施工管理に用いる技術の進展に伴い、適宜基準類を策定

■ ＩＣＴ施工に必要な技術基準類※を順次策定 → 道路工事の全ての主要工種に対応

適用済み

令和元年度より適用

令和２年度より適用

道路工事 道路土工 土工（盛土・切土）

法面整形工

土工（軟岩）

土工（床掘）

法面工 法面工（吹付）

現場吹付法枠工

コンクリート法枠工

付帯構造物設置工
ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ

積（張）工

排水構造物工

地盤改良工 浅層混合処理工

中層混合処理工

深層混合処理工

舗装工 路盤工

アスファルト舗装工

半たわみ性（コンポ
ジット）舗装工

排水性アスファルト舗
装工

透水性樹脂コンクリー
ト工

透水性アスファルト舗
装工

コンクリート舗装工

RCCP工

連続鉄筋コンクリート
舗装工

道路維持修繕工事 舗装修繕工 路面切削工

切削オーバーレイ工



浚渫工（河川）

土工

舗装工

付帯構造物設置工
・コンクリートブロック
・排水構造物

地盤改良工

土工（河床掘削）

■河川工事の現場で施工される全ての工種にＩＣＴを活用し、生産性向上を図る取組を推進

令和元年度以降のＩＣＴ活用工種拡大 （河川工事）



ＩＣＴ施工 工種拡大ロードマップ [河川工事]

※施工管理基準、技術基準類、積算要領、監督検査技術基準等
※施工管理に用いる技術の進展に伴い、適宜基準類を策定

適用済み

令和元年度より適用

令和２年度より適用

河川工事 河川土工 土工（盛土・切土）

法面整形工

土工（河床掘削）

土工（床掘）

付帯構造物設置工
ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ

積（張）工

排水構造物工

地盤改良工 浅層混合処理工

中層混合処理工

深層混合処理工

河川浚渫工事 浚渫工 浚渫工（バックホウ浚渫船）

■ ＩＣＴ施工に必要な技術基準類※を順次策定 → 河川工事の全ての主要工種に対応



令和２年度の工種拡大（予定）

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度
令和２年度

（予定）

○主要工種から順次、ＩＣＴの活用のための基準類を拡充。

ICT基礎工・ブロック据付工

ICT地盤改良工（深層）

ICT法面工（吹付法枠工）

ICT舗装工（修繕工）

民間等の要望も踏まえ
更なる工種拡大

（港湾）

ICT土工

ICT舗装工（平成29年度：アスファルト舗装、平成30年度コンクリート舗装）

ICT浚渫工（河川）

ICT浚渫工（港湾）

ICT地盤改良工（浅層・中層混合処理）

ICT法面工（吹付工）

ICT付帯構造物設置工



施工履歴データ
による検査

検査

ＩＣＴ地盤改良工 （深層混合処理工） 取組イメージ

ICT地盤改良機械による施工
3DMG設計

データの作成

③ICT建機による施工・出来高、
出来形計測の効率化

④ICTの活用による検査の
効率化

①ICT活用に

よる設計・
施工計画

通常施工と同じ
２次元設計デー
タを基に3DMG
設計データの作
成 施工履歴データから帳票自動作成

により書類作成を効率化
実測作業省略による検査効率化

ICT土

工と同
様の起
工測量

発注者

設計・
施工計画

施工

帳票作成・書面検査

OK

発注者

測量

測量

土工と
同様の
起工測
量

設計図

設計図から、施
工数量を算出

帳票
自動
作成

区割り等目印に合わせて施工、
目印が消えてしまった場合は
再設置

帳票作成、書類による検査、
巻き尺等による実測作業

3DMGによる施工位置誘導

設計図に合わせた施
工範囲、区割り等の測
量及び目印設置

②ICTを活用した

施工範囲目印設
置の省略

ICT活用により、施工

範囲等の測量、区割
りの目印設置を省略

OK

管理項目

ＩＣＴ活用

従来施工

衛星測位による施工位置誘導、ＩＣ
Ｔ建設機械の施工履歴データによ
る出来高、出来形管理



維持管理面データによる検査ICTを用いた施工管理現況を踏まえた設計

ＩＣＴ法面工 （吹付法枠工） 取組イメージ

発注者

OK

設計・
施工計画

施工 検査

③施工、出来高、出来形管理 ④検査の効率化①UAV･TLSによる
３次元測量

②3次元測量ﾃﾞｰﾀに
よる設計・施工計画

人の立入が危険な急
傾斜も短時間で面的
に３次元測量を実施

3次元測量結果から任意断面

における安定計算と設計照査
枠割付の自動化、設計変更
に基づく変更数量算出

法面工 吹付法枠に適用範囲を
拡大

３次元測量を活用し出来
形検査書類を自動作成。
検査の効率化を実現。

（ノンプリＴＳも活用）

自動作成

ノンプリ代表点計測

⑤維持管理の初期
値データとして活用

ＩＣＴを用いた
現況測量

測量

完工データを防災カルテ
点検等の初期値とし、斜
面変状の把握等、傾向
管理として活用

斜面上の測量作業
起工測量（現地形）に基づいて設計
成果を修正、枠割付等、配置見直し 高所斜面上の臨場検査斜面上の出来形計測

ＩＣＴ活用

従来施工



・TLS、ノンプリＴＳ等
による事前データ取得

・施工履歴データを
活用した検査

測量 検査

ＩＣＴ舗装工（修繕工） 取組イメ－ジ

・MC路面切削・As敷均し
・施工機械情報取得

・施工量算出

③施工機械の情報を用いた、施工、
出来高、出来形計測の効率化

④検査の効率化②３次元測量ﾃﾞｰﾀ
による施工計画

ICT活用により、交通

規制を伴わず施工箇
所の３次元測量を実
施【安全性向上】

3D測量結果から適切

に切削深を決定し、正
確な切削量を算出

3Dデータを用いた施工指示や施工機械への活用を実施

施工機械の位置や制御データ等を活用し、施工管理、出
来高、出来形計測、帳票作成を効率化

①ICTを活用した
事前測量

発注者

OK

施工計画

車道部

歩道部

測量機

計測イメージ（断面図）

施工

帳票作成

代表点計測

ＩＣＴ活用

従来施工

旧舗装面の切削 舗装の敷設切削量計測

OK

発注者

①施工箇所の事前
測量

交通規制を行い管理
断面の測量を実施

②断面測量による
施工計画

断面の測量をもとに
切削深を決定



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

ＢＩＭ／ＣＩＭの活用



生産性革命のエンジン ＢＩＭ/ＣＩＭの取組

○BIM/CIM（Building/Construction Information Modeling Management）とは、計
画・調査・設計段階から３次元モデルを導⼊し、その後の施⼯、維持管理の各段階においても、
各種の情報を結びつけ利活⽤

○あわせて事業全体にわたる関係者間で情報を共有することにより、⼀連の建設⽣産システムに
おける受発注者双⽅の業務効率化・⾼度化を図る

３Ｄモデル

属性情報

（発注者）

（発注者）

３次元モデル
（設計レベル）

３次元モデル
（施工レベル）

３次元モデル
（管理レベル）

３次元モデル
（施工完了レベル）

・発注業務の効率化
（自動積算）

・違算の防止

・工事数量算出（ロット割）
の効率化

・起工測量結果
・細部の設計

（配筋の詳細図、現地取り
付け等）・干渉チェック、設計ミスの削減

・構造計算、解析
・概算コスト比較
・構造物イメージの明確化
・数量の自動算出

・点検・補修履歴
・現地センサー（ICタグ等）

との連動

・施工情報（位置、規格、出
来形・品質、数量）

・維持管理用機器の設定・施設管理の効率化・高度化
・リアルタイム変状監視

・干渉チェック、手戻りの削減
・情報化施工の推進

・地形データ（３次元）
・詳細設計（属性含む）

（施工段階で作成する方が
効率的なデータは概略とす
る）

・設計変更の効率化
・監督・検査の効率化

施工（完成時）

・現場管理の効率化
・施工計画の最適化
・安全の向上
・設計変更の効率化

・完成データの精緻化・高度化

維持・管理

調査・測量・設計

（発注者）

・適正な施設更新
・３Ｄ管理モデルの活用

【得られる効果】

【作成・追加するデータ】

【得られる効果】

【作成・追加するデータ】

【得られる効果】

【作成・追加するデータ】

【得られる効果】

【作成・追加するデータ】

【得られる効果】

【得られる効果】

【得られる効果】
【得られる効果】

・時間軸（４Ｄ）

【追加するデータ】

施工中

３次元モデルの連携・段階的構築

施工（着手前）



ＢＩＭ/ＣＩＭ活用業務・工事件数の推移

11 19 10 16 34 54

147

400

21 28
60

87 78

65

0

100

200

300

400

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

BIM/CIM活⽤業務・⼯事

76
3840

11

○平成２４年度から橋梁、ダム等を対象に３次元設計（ＢＩＭ/ＣＩＭ）を導入し、着実に増加。

○平成３０年度は、２１２件（設計業務：１４７件、工事：６５件）で実施。

○令和元年度は、４００件（設計業務＋工事）の実施を目標。

累計事業数 設計業務：291件 ⼯事：339件 合計：630件

132121

⼯事
設計業務

212

(⽬標)



2017年度

⼤規模構造物詳細設計においてBIM/CIMを原則適⽤（継続）
さらに、詳細設計のBIM/CIM成果品がある⼯事についてBIM/CIMを原則適⽤
⼤規模構造物については、概略設計 予備設計においてもBIM/CIMの導⼊を積極的に推進

順次拡⼤2019年度
⼤規模構造物に原則適⽤１ ２年

関係者間協議やフロントローディング等によるBIM/CIMの
活⽤効果 ⾒込   業務 ⼯事   BIM/CIMを導⼊

交通規制検討

● 関係者間協議

地元説明へ活⽤点検時を想定した設計

● フロントローディング

●属性情報等の付与の⽅法

レーザースキャナ等を⽤いた⾯的管理
⼨法情報、属性情報をCIMのみで
表現

●積算 監督 検査 効率化 ●受発注者間でのデータ共有⽅
法

⼀元的な情報共有システムの構築

ＳＴＥＰ２

●維持管理 効率化

CIMモデルと３次元計測データ
により構造物の変状を検出

BIM/CIMの活⽤の充実に向け、基準類・ルールの整備やシステム開発を推進

・ 規格・技術の統⼀、共通化の推進
・ BIM/CIMを主とする契約⼿法の構築
・ 維持管理 含 建設⽣産     必要 属性情報 標準化
・ 3次元データのオープン化 （イメージ）

ＳＴＥＰ１ ＳＴＥＰ３

CIMと位置情報を連携したﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ

河川・堤防

トンネル

鉄道
空港

道路法面緑化

石垣

自動車専用道路

保存樹木

街路・街路樹

宅地

公園・緑地

タンク

橋梁

漁港

水門

駅・駅前広場

防波

農業用水路

圃場整備

概 ３ 年

変状箇所の検出
CIMモデル

３次元計測

令和元年度 ＢＩＭ/ＣＩＭ活用の実施方針 対象の拡大

○○トンネル
○○橋

3次元表⽰した出来形分布

⾼所作業⾞ ⽤  
検尺による計測

３次元計測機器の活⽤ データ共有
プラットフォーム

設計者Ａ

設計者Ｂ

施⼯者Ａ

施⼯者Ｂ

発注者

維持管理 点検業者

維持管理関係DB等



ＢＩＭ／ＣＩＭポータルサイトの開設（本省ホームページ）

 BIM/CIMポータルサイト【試行版】URL
http://www.nilim.go.jp/lab/qbg/bimcim/bimcimindex.ht



ＢＩＭ／ＣＩＭポータルサイト【試行版】

■国土交通省が策定したＢＩＭ／ＣＩＭに関する基準・要領等や関連団体等が公表しているＢＩＭ／ＣＩＭ
関連情報が一元化されている。



●現場見学会
ダム堤体内は構造が非常に複雑であることから､見学者には堤体内の見学前に、３次元モデル
のＣＩＭでダムの構造の説明を行いダムの構造を理解して頂いた上で堤体内の見学を実施。

ダム堤体正面
ダム堤体より
貯水池を望む

管理支所よりダムへの
ルートを確認

人のモデルを使い、ダムの大きさ
や見学ルートを表現

CIMでのダム内部構造説明

嘉瀬川ダム俯瞰

パネルでの概要説明

ＣＩＭ活用事例 （現場見学会：嘉瀬川ダム）



ＣＩＭ活用事例 （立野ダム）①：設計段階



ＣＩＭ活用事例 （立野ダム）②：設計段階



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

i-Constructionモデル事務所等
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i-Constructionの貫徹に向けたモデル事務所の決定

i-Constructionを⼀層促進し、平成31年  貫徹  向  ３次元   等 活⽤
した取組をリードする直轄事業を実施する事務所を決定。
      設計  維持管理   先導的 ３次元    活⽤ ICT等の新技術
の導⼊を加速化。

★ その他、全事務所において
ICT⼟⼯をはじめとする建設分野におけるICTの活⽤拡⼤など、i-Constructionの原則実施
 徹底  国⼟交通省全体 i-Constructionの貫徹に向けた着実な取組を推進。

調査 設計  維持管理  BIM/CIMを活⽤しつつ、3次元データの活⽤やICT等の
新技術の導⼊を加速化させる『３次元情報活⽤モデル事業』を実施。
集中的かつ継続的に3次元    利活⽤      事業 効率化 ⽬指  

① i-Constructionの取組を先導する「i-Constructionモデル事務所」（全国10事務所）

国⼟交通省直轄事業    ⼯事 ⼤部分 ICTを活⽤する『ICT-Full活⽤⼯事』の
実施など、積極的な３次元データやICT等の新技術の活⽤を促進。
地⽅公共団体や地域企業のi-Constructionの取組をサポートする事務所として、
i-Constructionの普及・拡⼤を図る。 ※ モデル事務所を含む。

② ICT-Full活⽤⼯事 実施 地域 取組      ⾏  i-Constructionサポート事務所」
（全国53事務所※）



南部国道

小樽開発建設部

青森河川国道

岩手河川国道
秋田河川国道

鳴瀬川総合開発工事

仙台河川国道
山形河川国道

福島河川国道

日光砂防

下館河川

大宮国道

東京国道

横浜国道

甲府河川国道

千葉国道

静岡国道

信濃川河川

高崎河川国道

八ッ場ダム工事

富山河川国道

金沢河川国道

高山国道

土佐国道

宮崎河川国道大隅河川国道

熊本河川国道

福岡国道

佐賀国道

長崎河川国道

山口河川国道

広島国道 岡山国道

松江国道

鳥取河川国道

奈良国道

浪速国道

紀南河川国道

徳島河川国道

豊岡河川国道

福知山河川国道

福井河川国道

滋賀国道

長野国道

新丸山ダム工事

愛知国道

紀勢国道

大分河川国道

松山河川国道

富士砂防

立野ダム工事

サポート事務所

モデル事務所

モデル事務所・サポート事務所の配置

天竜川上流河川

（モデル事務所を含む）

モデル事務所 ３次元情報活⽤モデル事業

⼩樽開発建設部 ⼀般国道５号 倶知安余市道路

鳴瀬川総合開発⼯事事務所 鳴瀬川総合開発事業

信濃川河川事務所 ⼤河津分⽔路改修事業

甲府河川国道事務所 新⼭梨環状道路

新丸⼭ダム⼯事事務所 新丸⼭ダム建設事業

豊岡河川国道事務所
円⼭川中郷遊⽔地整備事業（河川事業）

北近畿豊岡⾃動⾞道 豊岡道路

岡⼭国道事務所 国道２号⼤樋橋⻄⾼架橋

松⼭河川国道事務所 松⼭外環状道路    東線

⽴野  ⼯事事務所 ⽴野  本体建設事業

南部国道事務所 ⼩禄道路

香川河川国道



i-Construction推進体制とサポートセンター

■産学官が連携・情報共有し、各地域において建設現場の生産性向上に取り組むため、
i-Construction地方協議会を構築

■i-Constructionの相談窓口として各地域にサポートセンターを設置



i-Construction相談窓口

■地方公共団体や地域企業のi-Constructionの取組をサポートする相談窓口を全国５４事務所に設置


